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令和元年度11月補正予算 

【総 括】 

  （単位 千円、％） 

本年度 前年度
当初比 同期比

22,542,712 9,593 22,552,305 ＋9.3％ ＋4.8％

9,206,341 △103,421 9,102,920

国 民 健 康 保 険 事 業 4,454,614 △13,662 4,440,952 ＋1.1％ △9.4％

介 護 保 険 事 業 4,448,122 1,241 4,449,363 ＋5.2％ △1.6％

企 業 用 地 造 成 事 業 303,605 △91,000 212,605 △30.0％ △53.3％

5,866,514 △1,338 5,865,176

水 道 事 業 1,524,820 △2,983 1,521,837 △0.2％ ＋2.7％

下 水 道 事 業 4,341,694 1,645 4,343,339 ±0.0％ ＋1.9％

37,615,567 △95,166 37,520,401

補正後額

一 般 会 計

特 別 会 計

事 業 会 計

合 計

区　　分 補正前額 補正額

 

【概 要】 

≪一般会計≫ 

一般会計補正予算（第3号）は、歳入では、障害者自立支援給付費に係る国県負担金の増額、

企業用地造成事業特別会計繰出金に充当するための振興基金繰入金の減額、歳出では、障害者自

立支援給付費の増額、企業用地造成事業特別会計繰出金の減額、三石出張所仮設庁舎建設工事、

三石小学校体育館屋上防水改修工事、日生中学校プール解体に伴う外構整備工事、大内保育園増

築工事、来春開催予定のシートゥーサミットの運営に係る観光推進事業補助金などの計上、国家

公務員の給与改定に準じた給与条例の改正等に伴う人件費の調整のほか、繰越明許費の設定並

びに債務負担行為及び地方債の補正を行っている。 

補正額は、歳入歳出それぞれ959万3千円を追加し、予算総額で225億5,230万5千円となった。 

（単位 千円） 

区分 事業名等 補正前額 補正額 補正後額 担当課 

投資的

事業 

【歳入】振興基金繰

入金（企業用地造成

事業特別会計繰出

金充当） 

300,000 △91,000 209,000 財政課 

企業用地造成事業

特別会計繰出金 
300,000 △91,000 209,000 産業観光課 

三石出張所仮設庁

舎建設工事 
0 20,317 20,317 市民課 

三石小学校体育館

屋上防水改修工事 
0 20,748 20,748 教育振興課 

日生中学校プール

解体に伴う外構整

備工事 

0 11,088 11,088 教育振興課 



大内保育園増築工

事 
0 22,032 22,032 幼児教育課 

その他 【歳入】障害者自立

支援給付費に係る

国県負担金 

550,458 24,133 574,591 

社会福祉課 

障害者自立支援給

付費 
733,977 32,179 766,156 

人件費の調整 

（一般職） 
2,757,116 3,815 2,760,931 総務課 

来春開催予定のシ

ートゥーサミット

の運営に係る観光

推進事業補助金 

0 

400 400 

産業観光課 
（債務負担行為：令和2年度 

3,600） 

総合計画及びまち・

ひと・しごと総合戦

略の策定に係る委

託料 

1,816 1,484 3,300 

企画課 

0 
（債務負担行為：令和2年度 

15,400） 

 

≪特別会計≫  

国民健康保険事業特別会計補正予算（第2号）は、保険基盤安定負担金の確定に伴う一般会計

からの保険基盤安定繰入金の減額及び前年度実績による国県支出金等過年度分返還金の増額並

びに債務負担行為の補正を行っている。 

補正額は、歳入歳出それぞれ1,366万2千円を減額し、予算総額で44億4,095万2千円とな

った。 

介護保険事業特別会計補正予算（第3号）は、実績見込みに伴う嘱託認定調査員報酬の増額及

び介護保険・障害者総合支援一拠点化システム更新に係る経費の計上並びに給与条例の改正等

に伴う人件費の調整などの補正を行っている。 

補正額は、介護保険事業勘定の歳入歳出それぞれ124万1千円を追加し、予防サービス事業勘

定の2,330万6千円と合わせて、予算総額で44億4,936万3千円となった。 

企業用地造成事業特別会計補正予算（第2号）は、久々井団地造成事業に係る公有財産購入費

の一部を事業所等の移転に係る補償金へ組み替えるとともに、実績見込みによる減額を行うほ

か、繰越明許費及び債務負担行為の設定を行っている。 

補正額は、歳入歳出それぞれ9,100万円を減額し、予算総額で2億1,260万5千円となった。 

                          （単位 千円） 

区分 事業名等 補正前額 補正額 補正後額 担当課 

国民健康保険

事業 
【歳入】保険基盤

安定繰入金 
246,550 △13,662 232,888 

保健課 
国県支出金等過

年度分返還金 
1 7,852 7,853 

介護保険事業

（介護保険事
人件費の調整 

（一般職） 
165,642 450 166,092 総務課 



業勘定） 嘱託認定調査員

報酬 
559 495 1,054 

介護福祉課 介護保険・障害者

総合支援一拠点

化システム更新

に係る経費 

0 194 194 

企業用地造成

事業（久々井

団地造成事

業） 

【歳入】一般会計

繰入金 
300,000 △91,000 209,000 

産業観光課 公有財産購入費 228,300 △95,372 132,928 

事業所等の移転

に係る補償金 
0 3,610 3,610 

 

≪事業会計≫ 

水道事業会計補正予算（第 1 号）は、給与条例の改正等に伴う人件費の調整などを行ってい

る。 

収益的支出 462 万 9 千円を減額し、資本的支出 164 万 6 千円を追加し、支出総額は、15 億

2,183万7千円となった。 

下水道事業会計補正予算（第1号）は、企業債の利率見直しに伴う元金償還金及び利息の調整

並びに人事異動等に伴う人件費などの補正を行っている。 

収益的支出89万7千円を追加し、資本的支出74万8千円を追加し、支出総額は、43億4,333

万9千円となった。 

                                （単位 千円） 

区分 事業名等 補正前額 補正額 補正後額 担当課 

水道事業 
人件費の調整（一般職） 117,403 △2,983 114,420 水道課 

下水道事業 
人件費の調整（一般職） 100,285 1,684 101,969 

下水道課 
利率見直しに伴う企業

債元金償還金の調整 
1,404,755 372 1,405,127 

利率見直しに伴う企業

債利息の調整 
304,087 △811 303,276 

 


